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研究成果の概要（和文）：主な研究成果は管理会計システムの導入プロセスにおいて、会計ルーティンが組織間
でどのように移転し制度化されるかを解釈する理論的フレームワークを構築したことである。具体的には会計ル
ーティンの移転を管理会計知識の移転に置き換え、管理会計知識が送り手と受け手の知識能力を介して移転され
るプロセスを描いている。従来の研究が移転後のプロセスを射程としていたのに対して、本フレームワークは移
転から移転後の制度化までを連続したプロセスとして析出することを可能としている。

研究成果の概要（英文）：This study developed the theoretical framework which enables to interpret 
how accounting routine is transferred and institutionalized in the process to adopt management 
accounting systems. To be concrete, we replaced transfer of accounting routine with transfer of 
management accounting knowledge, and drew the process to transfer its knowledge via knowledgeability
 of sources and recipients. The framework enables to analyze the flow from transfer to 
institutionalization as the continuous process while previous studies only focused on transfer. 

研究分野：管理会計、原価計算

キーワード： 会計ルーティン　管理会計知識　知識移転　知識能力　知識創造　管理会計の導入　普及能力　吸収能
力
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、従来の管理会計システムの導入研究が導入直後のプロセス解明を射程としていたのに対
して、本研究は導入から導入後の制度化までの連続的プロセスを理論的フレームワークで示し、導入研究の対象
を拡張したことである。
他方、本研究の社会的意義は管理会計システムの導入に際して、送り手から受け手へ会計ルーティンが移転され
るプロセスにおいて、行為者の知識能力が影響を与えることを指摘し、知識能力の開発の重要性を示唆したこと
である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究の学術的背景として、管理会計システム（Management Accounting Systems：以下、

MAS）の導入プロセスを解明する研究が存在し、MAS導入研究およびMAS制度化研究に識別
可能である。 

 
（１）MAS 導入研究はこれまでも国内外を問わず幅広く行われてきたが、主に MAS の設計と
利用の実態を解明することが大きな潮流であった（谷, 2004）。先行研究が対象としていたのは
MASのルール（形式知）が主であり、ルーティン（暗黙知）にまで考察した研究はほとんど存
在しない。しかし導入されたMASが組織構成員の行動パターンにどのような影響を与えるかを
考察するには、ルールは起点にすぎず管理会計実践としてのルーティンに目を向ける必要があ
る（Quinn, 2014）。よって、MAS導入研究をより発展させるためにもルーティンを対象とした
研究の蓄積が求められる。 
 
（２）MAS制度化研究の多くは Burns and Scapens（2000）が提示するルールとルーティンを
用いて MAS の測定（解釈）を試みているが、ルーティンに限っていえばルーティンは「創造」
されるとの前提を置いている。ルーティンが行為者の行為の意味づけ（なぜこの行為を行わなけ
ればならないのかを示すこと）を行うと同時に、ルーティン自体も行為者の行為を通じて再現さ
れ「創造」されるのである。言い換えれば、Burnsらはルーティンの「創造」については解明し
てきたが、ルーティンの「移転」
については未解明なままである。
MAS の導入プロセスでは図表 1
のように送り手組織から受け手組
織へルールだけでなくルーティン
が移転されると推察される。実際
に MAS 導入組織への研究代表者
によるこれまでの聞取り調査で
も、送り手組織で実現されている
ルーティンを受け手組織で再現す
る試みが確認されている。したが
って、MAS導入プロセスを解明す
るにはルーティンの移転に焦点を
当てた研究が望まれるのである。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、MASの導入プロセスにおいて、会計ルーティンが組織間でどのように移転
し制度化されるかをケース・スタディに基づいて解明することである。最終目的は仮説としての
理論的フレームワークを構築することである。 
 本研究では、MASが形式知としてのルールと暗黙知としてのルーティンによって構成されて
いるとの前提（浅田ほか, 2013）を理論的基盤としている。管理会計の文脈で言い換えると、ル
ールとは管理会計技法を指し、ルーティンとは管理会計実践（行為の再現を含む）を意味する
（Burns and Scapens, 2000）。本研究の基本的な考え方はMASを構成するルール（形式知）と
ルーティン（暗黙知）のうち、ルーティン部分、とくに管理会計実践を意味する「会計ルーティ
ン」に焦点を当てることにある。 
 
３．研究の方法 
本研究は会計ルーティンの移転を探索的に調査するためにケース・スタディを採用する。当初
予定していた研究期間は 5年間で主たる活動は調査に関するものである。具体的には①「調査設
計・依頼」②「導入前調査」③「導入時調査」④「導入後調査」⑤「調査結果の分析」に各 1年
を費やす計画である。研究体制は研究代表者が調査および文献レビューを実施し、論文の執筆や
研究会/学会での発表を積極的に行う。また研究の協力者として KCCSマネジメント・コンサル
ティング株式会社（以下、KCMC）より調査に対して利害関係のない非金銭的支援を受け、さら
に調査データの整理や英語の発表資料および論文の校閲について外部業者へ委託する。具体的
な調査方法は準構造化方式によるインタビュー、内部資料の閲覧や会議への参加である。 
しかし、コロナ禍により、研究計画を一部変更せざるを得ない事態が生じた。当初のリサーチ・
サイトでの調査継続が困難となっただけでなく、他のリサーチ・サイトも軒並み調査協力が困難
となった。そこで、途中まで得られた調査データを踏まえながら、理論的基盤について知識移転
だけでなく、知識創造、知識の哲学、知識能力、構造化理論、組織学習といった隣接諸学にまで
範囲を拡張し、最終的に理論的フレームワークを構築した。 
 



４．研究成果 
 本研究課題で得られた成果について、順を追って説明する。 
（１）研究の主な成果はMASの導入プロセスにおいて、会計ルーティンが組織間でどのように
移転し制度化されるかを解釈する理論的フレームワークを構築したことである（図表 2を参照）。
現在、査読付学術雑誌に投稿中である（既に 1回目の査読と修正が済んでいる）。 
 

 
本フレームワークはアンソニー・ギデンズが構造化理論のなかで提唱した「構造の二重性」
（Gidens, 1984）を理論的基盤とし、会計ルーティンの移転を「管理会計知識の移転」と置き換
え、管理会計知識が送り手から受け手に移転されるプロセスを描出している。構造の二重性の意
味を述べると，構造は行為を制約（拘束）あるいは導くだけでなく，行為の所産（成果）でもあ
るということである。そして、構造の二重性を説明する概念のひとつに行為者の「知識能力」
（knowledgeability）がある。行為の生産・再生産で利用される形式知および暗黙知を行為者が
保有し，状況に応じてそれを運用できる能力（倉田, 2009）を意味する。すなわち，行為者の知
識能力が構造を理解し行為に結びつけ，反対に行為を通じて構造を改める（再編する）のである。
知識能力は本フレームワークの中核的概念となっている。 
図表 2の左が送り手側，中央および右が受け手側である。概略を述べると，送り手から受け手
へ管理会計システムが導入されると，管理会計知識が行為者の知識能力を媒介にして移転され
る。受け手側では開始（事前の探索）t0，実行（移転の実施）t1，調整（知識の活用）t2，統合（制
度化）t3という知識移転プロセスを踏み（Szulanski, 1996），行為者の行為を通じて生産と再生
産が繰り返され，構造を制度化していく。本フレームワークは管理会計知識の社会的性質(個人
だけでなく集団による社会化のプロセスを通じて正当化された信念)を念頭に置き，管理会計知
識の移転を通じて管理会計導入とその後の制度化・再制度化プロセスを析出している。 
 研究では知識の言語化可能性で区分した形式知と暗黙知を用いて管理会計知識の移転を解釈
することとする。知識移転プロセスでは送り手の形式知ないし暗黙知が，受け手で形式知あるい
は暗黙知に各々変換されると考えられる。よって，知識創造理論の SECIモデルに示された 4つ
の知識変換モード（Nonaka Takeuchi, 1995）を援用している。具体的には，①連結化（形式知
→形式知），②内面化（形式知→暗黙知），③表出化（暗黙知→形式知），④共同化（暗黙知→暗
黙知）である。番号は順不同であり、いずれの知識変換モードも同時進行的に生じる可能性があ
る。 
 
（２）得られた成果の国内外における位置づけとインパクトとして、会計ルーティンの移転を行
為者の知識能力を介するプロセスとして再解釈したことが挙げられる。従来のMAS導入研究で
は制度（構造）と行為をルールとルーティンが媒介するという制度論をベースとした解釈および、
人的アクターと非人的アクターを対等に位置づけた上で双方の複雑な交差を描くアクター・ネ
ットワーク理論をベースとした解釈が中心であった。それに対して、本研究はMAS導入で主た
る役割を果たす行為者の知識能力に着目することで、会計ルーティンの移転を管理会計知識の
移転と置き換えることが可能となった。これにより、MAS導入の局面のみならず、受け手での
制度化プロセスとの連続性をも考察可能となり、MAS 導入研究を拡張することが期待される。 
 
（３）今後の展望として、本研究で得られた理論的フレームワークを経験的材料によって裏付け
ることが求められる。本理論的フレームワークはあくまでも仮説にすぎない。そのため、本研究



課題で完遂できなかった調査の継続が求められる。そのための準備として、既に基盤研究（C）
「管理会計ルーティンの動態的変化に関する探索的研究」（課題番号 22K01794）に採択され、
22 年度より新たな研究として開始している。リサーチ・サイトについては、今回の反省も踏ま
え、調査の実行可能性および継続可能性を慎重に見極めながら選定していく考えである。新たな
調査データのもとで、改めて本理論的フレームワークの説明力を吟味する。それによってフレー
ムワークの修正も必要に応じて講じ、MAS導入研究における汎用性を高めていく。 
 
（４）予期せぬ事象から得られた新たな知見についても述べる。本研究課題ではコロナ禍によっ
て調査の実施が困難を極めた反面、理論的基盤を固めることにつながった。とくに、知識移転の
みならず、知識の哲学、知識創造理論、知識能力、構造化理論（構造の二重性）、組織学習とい
った隣接諸学にまで幅広く目を向けたことが理論的フレームワークの構築に役立った。研究代
表者はこれまでも制度論といった社会学や組織論から広く知見を援用してきたが、さらに一歩
踏み込んで構造化理論や知識創造理論から理論を学ぶ機会を得ることができた。これは一重に
調査から距離を置く環境があったからこそ、新たに気づいた視点でもあった。とりわけ、知識創
造理論に代表されるナレッジマネジメント分野では、知識が企業の競争優位の源泉となるとい
う前提のもと展開されている。つまり、知識が影響を与える主体として認識されている。本研究
では管理会計知識が単なる移転される対象としてだけでなく、移転を通じて構造（制度）に影響
を与える主体的存在として認識可能となった。こうしたパラダイムシフトは本研究課題に取り
組むなかで試行錯誤の末にたどり着いた境地であり、当初想定しえなかったことである。 
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